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緒言

健康的な食事摂取をはじめとした栄養・食生活は、
生活習慣病の一次予防をはじめ、人々の生活の質を向
上させ、健康寿命を延伸するために有効であることか
ら、国民健康づくり運動としても推進されている 1）。
職場は、働く世代が 1 日の大半を過ごす場であること
から、健康づくりの場として活用することの意義も大
きい。近年、「健康経営」が推進されるなど、従業員の
健康を経営戦略の課題として位置づける考え方が普及
するとともに 2）、健康的な職場のあり方についても検
討がなされている 3）。

栄養・食生活の分野では、体重コントロール 4）、減
塩 5）、野菜摂取 6,7）、食事バランス 8）、メタボリックシ
ンドローム 9）等をテーマに、職域における健康教育と
環境づくりに関する介入研究が行われ、その効果が検
証されている。これらの研究では、教育や環境づくり
の場として食堂が活用されており 4-6,8）、従業員食堂は、
職場における健康づくりの場として活用していくこと
が期待されている。

筆者らは、従業員食堂における個別健康相談プログ
ラムを開発し、管理栄養士が対面で、相談プログラム

を提供する意義について検討してきた 10）。しかし、個
別相談プログラムは、イベント的に提供されるプログ
ラムであって、栄養表示等、従業員食堂で毎日、提供
されている健康づくり活動とは異なるものである。

そこで本研究では、食情報提供に関する環境づくり
として従業員食堂で毎日提供されてきた栄養表示等の
活動と、イベント的に提供されてきた個別相談プログ
ラムの 2 種類の健康づくり活動について、利用のされ
方を点検し、活動の意義を検討することを目的とする。

方法

1．対象
対象の従業員食堂は、都市型店舗、郊外型店舗を複

数持つ商業企業（百貨店）の都市型店舗 1 店に設置さ
れていた。主な利用者は、百貨店社員、取引先従業員、
派遣・アルバイト等で、福利厚生の一環として健康づ
くり活動が提供されていた。

調査日を 1 日設定し、同日に食堂を利用した者を対
象とした。1 日の食堂利用者の把握および対象者の選
定の手順を示した（図 1）。調査目的が、食堂で提供す
る健康づくり活動の評価であったため、調査に回答し
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た者のうち、食堂利用頻度が「はじめて」および無回
答を除いた 247 人を分析対象者とした。

2．食堂における取組み
提供している健康づくり活動は、食堂メニューへの

表示と、管理栄養士による個別相談プログラムの 2 種
類であった。
1）　食堂メニューへの表示

食堂のすべてのメニューに「栄養成分と野菜量の表
示」を行うとともに、野菜が 100g 以上使用されてい
るメニューに「V100 マーク」をつける活動を毎日行っ
ていた。表示は、メニューごとに、料理名、価格を示
すカードに、栄養成分として、エネルギー、脂質、た
んぱく質、食塩相当量が、野菜量として、そのメニュ
ーに使用された野菜の総量が表示されていた。「V100
マーク」は、野菜量が 100g 以上のメニューのカード
にステッカーを貼る形式であった。これらの活動は、
まず「栄養成分と野菜量の表示」が 1999 年頃に導入さ
れ、その後、2013 年頃に「V100 マーク」が導入され
た。以降、継続的に実施されている。

2）　個別相談プログラム「健康相談会」
この活動は、対象店舗のみならず、各店舗の従業員

食堂の一角を活用して、概ね 2 か月に 1 回の頻度で、
年間を通して提供されるプログラムであった 10）。

プログラムは、体重・体脂肪量の測定と、管理栄養
士による個別相談で構成された。所要時間は 5～15 分

程度で、測定結果の説明と、本人の健康面や栄養面で
のニーズに対応することを目的としていた。実施時間
は、従業員食堂の営業時間に合わせ 11 時～17 時頃ま
でで、開催案内は、従業員向けの掲示板や食堂内にお
けるポスター、卓上ポップを活用した。参加は、予約
制ではなく、誰でも参加できる形態であった。

研究対象の食堂における本調査の前年度（2017 年
度）の実績は、6 回開催し、合計 345 人が参加してい
た。実施主体は、当該企業の福利厚生部安全衛生担当
が中心となり、相談スタッフは、委託給食会社の管理
栄養士の協力を得ながら運営されてきた。本活動は、
2007 年 10 月より、1 カ月に 1 回の開催頻度で実施され
てきた。現在の開催頻度となったのは 2008 年 4 月から
で、その後、継続的に実施されている。

3．調査方法
調査は、無記名の自記式質問紙法で行った。調査内

容は、食堂利用者の特性を把握するための質問として、
属性（年齢、性別、雇用形態）、食堂の利用状況（利用
頻度、利用目的）、食生活への態度（健康的な食事への
意欲、自身の食生活の自己評価）について回答を求め
た（表 1）。食堂における取組みに関する質問では、食
堂メニューに「栄養成分と野菜量の表示」を行ってい
ることと、野菜が 100g 以上摂れるメニューに「V100
マーク」を付けていることについて、認知および活用
の状況をたずねた（表 2）。また、個別相談プログラム

「健康相談会」について、案内ポスターおよび実施場面
に対する認知、プログラムの利用の有無、利用頻度、
未利用者に対しては利用意図について回答を求めた

（表 2）。
調査日を 2018 年 9 月に設定し、時間は食堂の営業時

間を考慮し 11 時 30 分～16 時とした。調査の 1 週間前
から、調査の概要と協力の依頼に関するポスターを、
従業員向けの掲示版および食堂内に掲示するとともに、
卓上ポップでも周知を図った。調査において、回答へ
の同意をしなかった者の多くは「時間がない」「職場に
戻らないといけない」など、勤務との関連であった。

4．倫理的配慮
本調査は、当該企業の安全衛生委員会給食運営会議

が主体となり、福利厚生部安全衛生担当および大阪樟
蔭女子大学大学院人間栄養学専攻栄養教育学第 1 研究
室と共同で行った。調査内容、方法、手順等について
検討を重ね、調査マニュアルを作成して対応した。と
りわけ、調査の趣旨説明を口頭で丁寧に行うとともに、
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図 1　対象者の把握と分析対象者の選定方法



調査票にも趣旨および実施主体を明示した。なお、大
阪樟蔭女子大学研究倫理委員会の承認を得て実施した

（申請番号：30-19）。

5．解析方法
対象者の特性、食堂における取組みの認知・活用状

況に関する分布を示した。取組みの認知や活用の状況
に関連する特性を検討するためにクロス集計を行い、
Wilcoxon 順位和検定、Pearson のχ2 検定を用いた。
また、特性の相互の影響を補正するために、多重ロジ
スティック回帰分析（強制投入法）を行った。すべて
の検定は、両側 5% 未満の危険率をもって統計学的に
有意とした。分析には、統計ソフトパッケージ IBM 
SPSS Statistics （ver.23.0） を用いた。

結果

1．対象者の特性（表 1）
年齢は 20 歳代から 60 歳以上まで幅広い層であった。

性別は女性の割合が高く、雇用形態は、百貨店社員の
割合は低かった。食堂利用頻度は「ほぼ毎日」が、利
用目的は「食堂で購入したものを食べる」が多かった。
普段から健康的な食事を心がけている者が多く、自身
の食生活を健康的と評価している者が半数以上であっ
た。

2．食堂における取組みの認知・活用の状況（表 2）
従業員食堂で、毎日行っている取組みでは、「栄養成

分と野菜量の表示」は、知らないと回答する割合が低
く、比較的よく認知されていたが、「V100 マーク」の
認知は低かった。また、ともに、「活用している」と回
答した者は 20% 未満であった。

一方、食堂で 2 カ月に 1 回の頻度で実施していた取
組みである「健康相談会」は、ポスター、実施場面と
も多くの者に認知されていた。健康相談会の利用者は
20% 未満であったが、利用者においては、1 回だけの
利用でなく、複数回の利用経験のある者が約半数であ
った。また、未利用者においては、約 60% が利用意欲
を示した。
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表 1　属性・食堂利用・食事への態度等の特性

表 2　食堂における取組みの認知・活用の状況



3．特性別にみた「表示」および「健康相談会」の認
　　知・活用の状況（表 3, 表 4）

栄養成分および野菜量の表示では、年齢区分では、
20-30 歳代に比べて 40 歳代以上で、「知らない」の割合
が低く、「活用している」の割合が高い傾向が観察され
た。同様の傾向は、食堂利用頻度が「時々」に比べて

「ほぼ毎日」の者でも観察された。一方、「V100 マー
ク」は、有意な特性がみられなかった。

「健康相談会」では、ポスターの認知者は、年齢区
分、食堂利用頻度が高く、雇用形態では、取引先従業
員や派遣・アルバイトに比べて、百貨店社員で高かっ
た。実施場面の認知についても、ポスターと同様の傾
向が観察された。プログラムの利用では、年齢区分と
雇用形態のみ、同様の傾向が観察された。未利用者に
おける利用の意図では、有意な特性はみられなかった。
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表 3　特性別にみた栄養成分と野菜量の表示、「V100 マーク」の認知・活用の状況

表 4　特性別にみた健康相談会の認知・利用・利用意図の状況



4．「健康相談会」の認知・利用と各特性との関連（表5）
　ポスターの認知では、年齢区分と食堂利用頻度で、
実施場面の認知では、年齢区分、雇用形態、食堂利用
頻度の全ての特性で、プログラムの利用では、年齢と
雇用形態で統計学的に有意な関連がみられた。

考察

　本研究は、従業員食堂で毎日提供されてきた栄養表
示等の活動と、イベント的に提供されてきた個別相談
プログラムの 2 種類の健康づくり活動について、利用
のされ方を点検し、活動の意義を検討することが目的
であった。

1．食堂利用者の特徴からみた活動の意義
　対象者の特性から、従業員食堂は、同職域の社員よ
りも、取引先の従業員、派遣・アルバイトの割合が高
かった。この点から、食堂は、社員のみならず、幅広
い人材に利用されていることが確認された。以前実施
した、同企業の他店舗においても同様の傾向がみられ
たことから 10）、対象となっている商業企業の特性と考
えられる。
　従業員食堂の利用者は、多くの人がほぼ毎日利用し、
食堂で購入した料理等を食する場となっていることが
確認された。また、健康的な食事を心がけ、自身の食
生活を健康的と評価する者も多かった。この点から、
従業員食堂は、健康的な食事を実践する場として活用
されていることが示唆された。一方で、本研究の対象
とならなかった、食堂を利用していない層については、
検討されていない。今後の課題である。
　以上の点から、従業員食堂は、健康的な食事を実践
するための食環境づくりの役割を担っていた。同時に、
健康づくり活動を提供することで、食事や健康を見直
すための情報提供の場となり、教育的な役割が加わ
る。環境整備と健康教育を組合わせることは、ヘルス

プロモーションの概念に一致する活動であり、健康づ
くり活動として望ましい形態であると評価できる。し
たがって、本研究の対象職域のように、従業員食堂を
社員のみならず、関係者に広く開放してきたことは、
社員以外の多くの勤労者の健康づくりにも貢献する活
動であったと評価できる。

2．食堂における取組みの認知・利用状況からみた活
　　動の意義
　食堂メニューへの表示については、「栄養成分と野菜
量の表示」は比較的認知されていたが、野菜たっぷり
メニューを示す「V100 マーク」の認知は低かった。ま
た、両表示とも、活用している者は 20% にも満たない
状況であった。地域住民を対象とした調査では、飲食
店や給食等で料理の表示を「いつも・時々」参考にす
ると回答した割合は男性 10% 程度、女性 20% 程度で
11）、調査年が 2004 年と時間が経過している点を考慮す
る必要はあるが、本研究と同様、あまり活用されてい
なかった。
　対象の食堂では、「栄養成分と野菜量の表示」は 20
年弱の期間、「V100 マーク」は 5 年以上の期間、継続
して実施している活動であった。国外の研究では、健
康・栄養状態に問題がある者の方が栄養表示をよく利
用するとの報告もあるが 12）、健康づくり活動を提供す
る視点からは、提供した情報が活用されることが望ま
しい。近年、行動経済学におけるナッジの概念が、食
事メニューの選択をはじめとした健康行動や健康政策
にも応用されている 13,14）。また、効果的なヘルスコミ
ュニケーションキャンペーンの視点からは、活動の目的
や対象者を明確にし、メッセージを効果的に作成すると
ともに、事前テストやメッセージの修正など、マネジメ
ントサイクルに基づくことが重要とされている 15）。今
後、栄養表示を活用し、どのような行動を促していく
かを明確にした活動へと発展させていく必要がある。
　このような課題がある一方で、「栄養成分と野菜量の
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表 5　健康相談会の認知・利用と各特性との関連



表示」は、年齢が高いことのみならず、食堂利用頻度
が高い者により認知され、活用されていることが確認
された。この点からも、食堂が、日々の健康づくり活
動の場となっていたものと推察される。

個別相談プログラム「健康相談会」については、実
施頻度が 2 カ月に 1 回程度であったにも関わらず、ポス
ター、実施場面とも約 60% の者に認知されていた。こ
れは、毎日提供されていた「栄養成分と野菜量の表示」
とほぼ同等の高い認知率であった。プログラムの利用者
は全体の 20% 未満であったが、利用のされ方は 1 回だ
けでなく、繰り返し利用している者が約半数であった。
また、未利用者においては、約 60% が利用の意欲を示
していた。これらの結果から、本プログラムは、食堂利
用者の継続的な健康づくりや、今後の健康づくりのきっ
かけを提供する役割を担うものであると示唆される。
　プログラムの認知や利用に関連する多要因分析の結
果、ポスターの認知では年齢と食堂利用頻度が高いこ
とが、実施場面の認知では年齢と食堂利用の 2 要因に
加えて雇用形態が社員であることが、統計学的にも有
意に関連していた。また、プログラムの利用では、年
齢が高く社員であることが関連していた。すなわち、
健康への関心が高まるとされる加齢や食堂利用頻度が
高いという影響だけではなく、社員であることが関連
していた。この背景には、個別健康相談プログラムは、
研究対象となった店舗だけでなく、当該企業の複数の
店舗の従業員食堂において、継続的に提供されてきた
ことの影響があるものと推察される。長期間、複数の
店舗で継続的に提供することで、社員による実施場面
の認知や利用が高まった可能性があげられる。

健康情報のコミュニケーションチャネルとして、個人
間チャネルである専門職による個別指導は、情報源とし
て信頼できる方法と認識される傾向にある 15）。そのた
め、個別相談という形式で提供された本プログラムは、
学習者に好意的に認知されていた可能性があげられる。
さらに、この相談プログラムは、当該職域の福利厚生の
関連部署が実施主体となり運営され、そのことが明示さ
れていた。そのため、健康情報のコミュニケーションチ
ャネルとして、組織・コミュニティチャネルという意味
合いが加わり 15）、食堂利用者にとって、より親しみや
すく、信頼を感じるなど、組織としての影響力が働いた
可能性も推察される。

しかし、2020 年度以降、新型コロナウイルス感染症
の流行に伴い、対面による健康支援プログラムの提供
が難しい状況にある。今後の健康づくりのあり方につい
て検討していくことが課題である。

3．本研究の限界
本研究は、食堂利用者を対象に、健康づくり活動の

評価を行うことを目的としたため、方法で示した通り、
調査日を 1日設定し、調査員が可能な限り声かけを行う
という方法で調査を行った。これは、企業の特性から、
様々な雇用形態の人が従業員食堂を利用していたため、
その実態の把握も目的としたためであった。しかし、マ
ンパワーの事情から、声かけができる人数が限られてい
たこと、声をかけることができても立ち止まる人数が限
られていたこと、その結果、調査の趣旨に同意し、回答
した人数が限られていたことが問題点として指摘され
る。2012 年に実施した、同企業の他店舗における調査
においても回答率の低さが指摘されたが 10）、比較性を
保つため、同様の方法を採用した。本方法は、1 日だけ
の調査であるものの、マンパワーや事前の調整等、多く
の関係各所の協力のもとに実施が可能となった方法であ
る。今後、継続して活動評価を実施していくためには、
簡便かつ効果的な方法を構築していくことが課題であ
る。

本研究では、実践として行われてきた健康づくり活動
の意義を検討したが、研究デザインは断面調査で、教
育介入群と対照群との比較を行っていない。また、健康
づくり活動の認知や利用といったプログラムの実施段階
の評価であり、活動の教育効果、健康行動レベルへの
影響、健康指標や生活の質などの結果レベルの効果に
ついての検証を行っていない。しかし、職域におけるヘ
ルスプロモーションプログラムの評価は、プロセス評価
であっても、評価モデルや評価レベルを示し、プログラ
ムの結果評価指標を明確にした上で、関連する複数の
プロセス評価の指標を定めておくことをはじめ、評価の
プロセスに沿って、体系的に実施される必要性が指摘
されている 16）。
　本研究では、従業員食堂という限られた場で提供さ
れた健康づくり活動に着目した。しかし、食事の質の
向上という視点からは、職場におけるヘルスプロモー
ションプログラムは、食事、運動、喫煙など、様々な
生活習慣を考慮し、包括的なプログラムを導入するこ
とが有効とされている 17）。また、多様な生活習慣を扱
うヘルスプロモーションプログラムの方が、プログラ
ムの参加率が高まるとの報告もある 18）。本調査の実施
主体は、当該企業の安全衛生委員会給食運営会議であ
ったが、今後は、従業員食堂のみならず、より効果的
で魅力的な健康づくり活動へと発展させることが期待
される。
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結論

本研究の対象の従業員食堂は、当該企業の社員のみ
ならず、取引先従業員や派遣・アルバイトなど、多様な
雇用形態の者に利用されていた。栄養表示の認知や活
用には、年齢および食堂利用頻度が高いことが関連し
ていた。個別相談プログラムのポスターの認知には、年
齢および食堂利用頻度が高いこと、実施場面の認知に
は、年齢および食堂利用頻度に加え、雇用形態が社員
であることが関連していた。個別相談プログラムの利用
には、年齢と社員であることが関連していた。
　以上の結果から、従業員食堂を活用した健康づくり
活動は、多様な雇用形態の者への健康づくりの場を提
供するものであり、かつ、社員の健康づくりの場とし
ても機能していた。
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Abstract

Objective: The Nutrition Labeling Program and the Individual Health Counseling Program, devised by a registered 
dietitian, have been offered as health promotion programs in the employee cafeteria. The purpose of this research 
was to check the registration and the use of these programs by the cafeteria users.

Methods: A cross-sectional questionnaire survey was administered, and 247 responses were recorded and analyzed.
Results: The results showed that the employee cafeteria was used by people of multiple employment systems 

including customer’s employees and contracted employees, along with full-time employees of the company. 
Individuals who recognized and utilized the nutrition labeling were of the higher age group and used the cafeteria 
frequently. The same characteristics were observed in relation to the cognition of the poster of the Health 
Counseling Program. Regarding the cognition of the enforcement scene of the program, being a full-time employee 
was also related. Higher age and full-time employment were related to participation in the program.

Conclusion: The health promotion programs engaged full-time employees as well as people belonging to different 
employment systems. It provided the full-time employees with opportunities to partake in healthy behavior.

Keywords: nutrition labeling, individual counseling, registered dietitian, employee cafeteria, evaluation
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